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平成 18年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月 17日

上   場   会   社   名       東都水産株式会社 上場取引所 東

コード番号       8038 本社所在都道府県

（ URL  http://www.tohsui.co.jp） 東京都

代 表 者 　役職名　　代表取締役社長　　氏名　　関　本　幸　也　　　
問 合 せ 先 責 任 者 　役職名　　取締役経理部長　　氏名　　青  山　憲  夫　　

TEL (03) 3541 - 5468
中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 17日 中間配当制度の有無　　 無

単元株制度採用の有無　　 有　（１単元 1,000株）

１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年 9月中間期 54,279 △ 0.7 211 - 195 -
16年 9月中間期 54,658 △ 2.2 △ 367 - △ 326 -
17年 3月期 111,468 42 202

百万円 ％ 円　　銭
17年 9月中間期 167 - 4.18
16年 9月中間期 △ 463 - △ 11.52
17年 3月期 △ 691 △ 17.19
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期 40,206,166 株   16年 9月中間期 40,228,581 株   17年 3月期 40,223,835 株
      ②会計処理の方法の変更　　 無
      ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金 (注)17年 9月中間期中間配当金内訳
円　銭 円　銭    記念配当          － 円 － 銭

17年 9月中間期 － －    特別配当          － 円 － 銭

16年 9月中間期 － －
17年 3月期 － －

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
17年 9月中間期 25,291 8,543 33.8 212.51
16年 9月中間期 28,575 7,455 26.1 185.35
17年 3月期 26,337 7,444 28.3 185.14
(注)①期末発行済株式数    17年 9月中間期 40,202,902 株   16年 9月中間期 40,225,831 株   17年 3月期 40,209,364 株

   　②期末自己株式数       17年 9月中間期  　　57,098 株   16年 9月中間期     　34,169 株   17年 3月期      50,636 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 109,000 250 280 0.00 0.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期）              6 円   96 銭

上記の予想は本資料の発表現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
な要因によって予想数値と異なる場合がある。
なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)添付資料5ページ参照

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ） 純 利 益

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
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（単位：百万円）

（資 産 の 部）

流  動  資  産 18,176 15,016 15,481

現 金 及 び 預 金 1,565 1,554 1,124

受 取 手 形 127 87 117

売 掛 金 8,052 7,691 7,835

た な 卸 資 産 4,013 3,715 4,312

関係会社短期貸付金 4,259 2,812 3,372

そ の 他 1,150 1,026 571

貸 倒 引 当 金 △ 992 △ 1,870 △ 1,852

固  定  資  産 10,398 10,275 10,855

有形固定資産 4,626 2,672 4,623

建 物 2,086 868 2,162

土 地 2,132 1,597 2,132

そ の 他 407 206 328

無形固定資産 185 184 184

投資その他の資産 5,586 7,418 6,047

投 資 有 価 証 券 4,937 6,821 5,379

そ の 他 2,862 2,615 2,678

貸 倒 引 当 金 △ 2,213 △ 2,018 △ 2,011

28,575 25,291 26,337資 産 合 計

科 目 当中間会計期間末
（平成17年9月30日現在）

（１） 中  間  貸  借  対  照  表 

前中間会計期間末
（平成16年9月30日現在）

前 事 業 年 度 の
貸 借 対 照 表

（平成17年3月31日現在）
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（単位：百万円）

（負 債 の 部）

流  動  負  債 17,849 13,240 15,562

220 92 144

3,156 3,503 3,448

13,858 8,750 11,258

21 21 33

63 58 61

529 813 616

固  定  負  債 3,270 3,508 3,330

329 -            310

789 784 780

219 91 138

-            1,837 1,223

501 408 501

1,431 386 375

21,119 16,748 18,893
（資 本 の 部）

資    本    金 2,376 2,376 2,376

資 本 剰 余 金 953 953 953

953 953 953

利 益 剰 余 金 2,326 2,390 2,098

594 594 594

2,020 1,313 2,020

-            482 -            

288 -            516

土地再評価差額金 396 271 396

その他有価証券評価差額金 1,410 2,566 1,632

自  己  株  式 △ 6 △ 14 △ 12

7,455 8,543 7,444

28,575 25,291 26,337

資  本  合  計

前 事 業 年 度 の
貸 借 対 照 表

（平成17年3月31日現在）

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

役員退職慰労引当金

再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

そ の 他

賞 与 引 当 金

資 本 準 備 金

負 債 及 び 資 本 合 計

科 目 前 中間 会計 期間 末
（平成16年9月30日現在）

当 中 間会 計期 間 末
（平成17年9月30日現在）

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

中間（当期）未処理損失

支 払 手 形

買 掛 金

負 債 合 計

そ の 他

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債
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(２) 中  間  損  益  計  算  書 
（単位：百万円）

54,658  54,279  111,468 

52,323  51,707  106,436 

2,335   2,572   5,032   

2,702   2,360   4,990   

-       211     42      

367     -       -       

30      24      77      

45      46      189     

61      138     41      112     135     402     

87      82      186     

9       97      45      128     55      242     

-       195     202     

326     -       -       

205     255     285     

-       27      -       

-       205     -       282     80      366     

-       417     -       

-       6       -       

-       5       -       

113     -       1,011   

231     -       231     

-       344     -       428     21      1,263   

-       49      -       

464     -       694     

1       1       2       

△ 2 △ 1 △ 118 △ 117 △ 4 △ 2

-       167     -       

463     -       691     

174     190     174     

-       124     -       

-       482     -       

288     -       516     

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税引前中間（当期）純損失

固 定 資 産 売 却 損

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失

中間（ 当期）未処 理損失

中間（ 当期）未処 分利益

当中間会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日

前事業年度の損益計算書
 自 平成16年4月 1日
 至 平成17年3月31日

科 目
前中間会計期間

自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

法 人 税 等 調 整 額

売 上 原 価

経 常 利 益

役 員 退 職 慰 労
引 当 金 取 崩 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

関 係 会 社 株 式 評 価 損

前 期 繰 越 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

土地再 評価差額金 取崩額

売 上 高

売 上 総 利 益

販売 費及 び一 般管 理費

営 業 利 益

営 業 損 失

営 業 外 費 用

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損

希 望 退 職 関 連 費 用

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

経 常 損 失

厚生年金基金解散分配金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

減 損 損 失

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

    子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法 

    その他の有価証券  時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定） 

      時価のないもの 総平均法による原価法 

②デリバティブ   時価法 

③たな卸資産    商品：個別法による原価法 

     製品：総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産    定率法 

なお、賃貸住宅・賃貸冷蔵庫・社宅の一部及び平成 10

年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）は

定額法 

主な耐用年数は次のとおりである。 

 建物 ３年～５０年 

 機械装置 ５年～１３年 

３．引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金        売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

②賞 与 引 当 金        従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基

づき計上している。 

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を

計上している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１３年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしている。 

④役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による中

間期間末要支給額を計上している。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。 

５.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 



-6- 

６．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を満たしている場合は、特

例処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 金利スワップ 借入金 

 為替予約 外貨建債権・債務 

③ヘッジ方針 当社の内部規程である「外国為替事務取扱規程」及び

「リスク管理要領」に基づき、金利変動リスク及び為

替変動リスクをヘッジしている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の

累計額を比較して有効性の判定を行っている。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップ等につい

ては、有効性の評価を省略している。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

固定資産の減損に係る会計基準  

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用している。これ

により税引前中間純利益は 6 百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直

接控除している。 

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

 （中間貸借対照表） 

「繰延税金負債」は、前中間期まで、固定負債の

「その他」に含めて表示していたが、当中間期末に

おいて負債及び資本の合計額の100分の5を超えた

ため、区分掲記した。 

なお、前中間期末の「繰延税金負債」の金額は

1,073百万円である。 
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注記事項
（中間貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,430 百万円 2,579 百万円 4,542 百万円

２．担保に供している資産並びに担保付借入金
(1)担保に供している資産

百万円 (百万円) 百万円 (百万円) 百万円 (百万円)

投 資 有 価 証 券 404 (－) 669 (－) 432 (－)
建 物 1,502 (92) 154 (84) 1,435 (88)
土 地 867 (－) 338 (－) 867 (－)
有 形 固 定 資 産
「 そ の 他 」 264 (133) 122 (122) 245 (126)

計 3,038 (225) 1,285 (207) 2,982 (214)
(  )は内数で工場財団設定分を示す。

(2)担保付借入金
百万円 (百万円) 百万円 (百万円) 百万円 (百万円)

短 期 借 入 金 2,095 (265) 1,345 (265) 900 (170)

長 期 借 入 金
一 年 以 内 返
済 分 を 含 む

367 (－) － (－) 348 (－)

計 2,462 (265) 1,345 (265) 1,248 (170)
(  )は内数で工場財団抵当の借入金を示す。

３．財務制限条項

(1)

(2)

４．偶発債務
銀行借入金等に対する債務保証

百万円 百万円 百万円
千 葉 魚 類 ㈱ 50 50 50
川 越 水 産 市 場 ㈱ 5 0 0
そ の 他 17 28 -

計 72 78 50
５．

前 事 業 年 度
(平成17年3月31日)

短期借入金のうち5,380百万円については、財務制限条項が付されており、特定の条項に抵触した
場合、当該借入金を一括返済することになっている。

各中間会計期間末（事業年度末）の貸借対照表における資本の部の金額を前事業年度末比
70％以上に維持すること。

前中間会計期間末
(平成16年9月30日)

当中間会計期間末
(平成17年9月30日)

各事業年度の損益計算書の経常損益につき、２期連続して損失を計上しないこと。

投資有価証券のうち2,324百万円については、貸株に供しており、その担保として受け入れた300
百万円を流動負債の「その他」に含めて表示している。
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（中間損益計算書関係）

１． 114 百万円 125 百万円 235 百万円

２．
当中間会計期間において、当社は以下の資産について減損損失を計上した。

場所

福岡県福岡市城南区

青森県下北郡大畑町　他

用途

遊休資産

遊休資産

　当社は、減損損失の算定にあたり、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概
ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産をグルーピングしている。な
お、事業の用に直接供していない遊休資産については個別に取り扱った。
　上記資産については、遊休状態にあり、今後の使用見込みが未定であり、かつ、土地の市場価
格が下落しているため、資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（6百
万円）として特別損失に計上した。内訳は、土地5百万円及び投資その他の資産「その他」0百万
円である。
　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却可能価額により測定しており、路線価に基づき評価
している。

投資不動産

種類

土地

減 損 損 失

前 事 業 年 度前中間会計期間
 自平成16年4月 1日
 至平成16年9月30日

 自平成16年4月 1日
 至平成17年3月31日

減 価 償 却 実 施 額

当中間会計期間
 自平成17年4月 1日
 至平成17年9月30日
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（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

取得価額 減価償却累 中 間 期 末 取得価額 減価償却累 中 間 期 末 取得価額 減価償却累 期末残高

相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 相 当 額
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

そ の 他 629 515 113 418 146 272 412 104 307

②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

百万円 百万円 百万円

１ 年 以 内 70 75 82

１ 年 超 42 196 225

合 計 113 272 307

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

百万円 百万円 百万円

支 払 リー ス料 54 41 114

減 価 償 却 費
相 当 額 54 41 114

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（減損損失について）
  リース資産に配分された減損損失はない。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末（期末）残
高相当額

前中間会計期間
自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

当中間会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日

前 事 業 年 度
 自 平成16年4月 1日
 至 平成17年3月31日

前中間会計期間
自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

当中間会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日

前 事 業 年 度
 自 平成16年4月 1日
 至 平成17年3月31日

取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が有形固定資産の中間期末（期末）
残高等に占める割合が低いため支払利子込み法により算定している。

未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が有形固
定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため支払利子込み法により算定している。

前中間会計期間
自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

当中間会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日

前 事 業 年 度
 自 平成16年4月 1日
 至 平成17年3月31日

 
 

(有価証券関係) 

  前中間会計期間（自平成１６年４月１日至平成１６年９月３０日）、当中間会計期間（自平成１７

年４月１日至平成１７年９月３０日）及び前事業年度（自平成１６年４月１日至平成１７年３月３１

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 185.35円 

１株当たり中間純損失
金額 

11.52円 

  

 
１株当たり純資産額 212.51円 

１株当たり中間純利益
金額 4.18円 
  

 
１株当たり純資産額 185.14円 

１株当たり当期純損失

金額 
17.19円 

  
 なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額について
は、１株当たり中間純損失が計
上されており、また、潜在株式
が存在しないため記載してい
ない。 

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため
記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失が計
上されており、また、潜在株式
が存在しないため記載してい
ない。 

   
 （注）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下

のとおりである。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間純利益［△は中間（当期）純損

失］（百万円） 
△463 167 △691 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益［△は普
通株式に係る中間（当期）純損失］
（百万円） 

△463 167 △691 

期中平均株式数（千株） 40,228 40,206 40,223 
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期別

摘要 数 量 金 額 平均単価 数 量 金 額 平均単価 数 量 金 額 平均単価

屯 百万円 円 屯 百万円 円 屯 百万円 円

(96.3) (98.4) (102.1) (106.1) (100.2) (94.4)
鮮 魚 21,140 19,327 914 22,421 19,359 863 43,540 41,370 950

(93.4) (99.0) (106.0) (93.3) (97.6) (104.6)
冷 凍 魚 27,614 23,825 863 25,756 23,263 903 54,897 46,505 847

(92.9) (94.3) (101.6) (94.6) (101.6) (107.4)
塩干加工品 12,951 11,024 851 12,250 11,200 914 26,499 22,720 857

(94.3) (97.8) (103.8) (97.9) (99.3) (101.5)
卸売部門計 61,706 54,178 878 60,429 53,823 891 124,937 110,597 885

(92.8) (91.2)
冷 蔵 部 門 - 374 - - 341 - - 656 -

(100.9) (108.6)
事 業 部 門 - 105 - - 114 - - 215 -

(97.8) (99.3)
合 計 - 54,658 - - 54,279 - - 111,468 -

(       )は対前年中間期比指数である。

前中間会計期間
自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

当中間会計期間
自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日

前 事 業 年 度
 自 平成16年4月 1日
 至 平成17年3月31日

（３）  売  上  高  明  細  表 

 


